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○ 建設投資額はピーク時の４年度：約84兆円から22年度：約41兆円まで落ち込んだが、その後、増加に転じ、

建設投資、許可業者数及び就業者数の推移

（兆円） （千業者 万人）

25年度は約50兆円となる見通し（ピーク時から約40％減）。
○ 建設業者数（24年度末）は約47万業者で、ピーク時（11年度末）から約22％減。
○ 建設業就業者数（24年平均）は503万人で、ピーク時（９年平均）から約27％減。
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出所：国土交通省「建設投資見通し」・「許可業者数調べ」、総務省「労働力調査」
注１ 投資額については平成22年度まで実績、23年度・24年度は見込み、25年度は見通し
注２ 許可業者数は各年度末（翌年３月末）の値
注３ 就業者数は年平均。平成23年は、被災３県（岩手県・宮城県・福島県）を補完推計した値について平成22年国勢調査結果を基準とする推計人口で遡及推計した値 1



技能労働者等の減少 建設業就業者の高齢化の進行

技能労働者等の減少、建設業就業者の高齢化の進行

○ 建設業就業者は、55歳以上が約34％、29歳以下が約11%と
高齢化が進行し、次世代への技術承継が大きな課題。
※実数ベースでは、建設業就業者数のうち平成23年と比較して55

歳以上が約4万人増加 29歳以下が約3万人減少（平成24年）

○建設業就業者： 619万人（H4） → 503万人（H24） ▲ 116万人（▲19%）

○技術者 ： 36万人（H4） → 32万人（H24） ▲ 4万人（▲11％）

技能労働者等の減少 建設業就業者の高齢化の進行

歳以上が約4万人増加、29歳以下が約3万人減少（平成24年）
○入職者（新規高卒） ：3.4万人（H4） → 1.5万人（H24）▲58%
○入職者（新規大卒・院卒等）：2.9万人（H4） → 1.9万人（H24）▲33%

※工事現場を支える技能労働者・技術者の入職者が激減
※少なくとも今後10年程度以内に、技能労働者の不足が恒常化す

るとの懸念（推計）

○技能労働者 ： 408万人（H4） →   335万人（H24） ▲ 73万人（▲18%）
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出所：総務省 「労働力調査」（暦年平均）

建設業：２９歳以下は約１割
H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

（※平成２３年データは、東日本大震災の影響により推計値。）
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魅力に乏しい就労環境

○ 専門工事業者に対する調査によると 若年者が入職しない理由の第 は 「収入の低さ とな ています

若手の建設技能労働者が入職しない原因 若手・中堅の建設技能労働者が離職する原因

○ 専門工事業者に対する調査によると、若年者が入職しない理由の第一は、「収入の低さ」となっています。
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出所：建設産業専門団体連合会「建設技能労働力の確保に関する調査報告書」（平成19年3月）
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高齢者の引退、若年者の入職減

○ 現在、６０歳以上の建設技能労働者等は５２万人存在し、全体の約１８％に上ります。現在、 歳以 建設技能労働者等 存在 、 体 約 り す。

○ 今後も引退による労働者数の減少は続き、１０年後には、大半が引退することになります。

○ 他の年齢層においても年齢の上昇が見込まれます。→ 若年入職者の確保が課題です。

成 年
１０年後の

※ なお、一定の能力を備えた技能労働者等を育成するためには、職種にはよるものの、概ね１０年程度の時間がかかると
言われています。

平成２２年の
建設技能労働者等の人口ピラミッド

１０年後の

建設技能労働者等の人口ピラミッド
（想定）
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism出典：総務省「国勢調査（2010年）」

これだけの技能労働者を、
若年入職で補填しなくてはならない。
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認定職業訓練施設数及び訓練生数の推移

○ 認定職業訓練施設や訓練生の数については、年々減少傾向にある。
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認定職業訓練施設の属性及び主な訓練科について（平成24年度）

１ 認定職業訓練施設１ 認定職業訓練施設

認定職業訓練には、個々の事業主が単独で行うものといくつかの事業主が共同して行うものとが
ある。

２ 認定職業訓練の特色
・訓練科は建築、金属・機械加工、情報処理、和洋裁、調理等
・中小企業が共同で訓練施設を運営している場合が多い

１．認定職業訓練施設の属性 ２．主な訓練科

（1）法人 586施設 （１）建築・土木関係 （とび、配管、建築、土木施工科等） 716科

・ 職業訓練法人 312施設 （２）金属・機械加工関係 （溶接、プレス、機械加工、精密加工科等） 329科

・ 職業能力開発協会 18施設 （３）情報関係（ＯＡシステム、情報処理科等） 86科

・ 民法法人 111施設 （４）和裁・洋裁関係 （和裁、洋裁科等） 62科

・ 中小企業協同組合 105施設 （５）食品・調理関係 （パン・菓子製造、調理技術科等） 33科

・ 商工会 7施設 （６）理美容関係 （理容、美容科等） 275科

・ 労働組合 8施設 （７）事務・管理関係 経理事務、人事労務、安全衛生、監督者訓練科等） 170科

・ その他非営利法人 25施設 （８）電気・電子関係（電気工事、送配電、電子機器科等） 204科

（2）法人以外の団体 207施設 （９）機械整備関係（自動車整備、冷凍空調設備、機械保全科等） 149科

（3）単独事業主 346施設 (10）資格・免許関係（介護、建設機械運転、玉掛け科等） 142科

合 計 施設 （ ）そ 他 （木 園芸 警備 ビ 管理 販売科等） 科合 計 1,139施設 （11）その他 （木工、園芸、警備、ビル管理、販売科等） 480科

合 計 2,646科

出典： 厚生労働省から提供 6



全国の認定職業訓練校の数

上段 校数・ 建設系の訓練を行う認定職業訓練校は全国に２１６校。 上段：校数
下段：（定員数）

長期訓練・短期訓練併設 長期訓練のみ 短期訓練のみ 計

北海道 0 11 6 17

建設系の訓練を行う認定職業訓練校は全国に２１６校。

(0) (642) (1012) (1654)
東北 9 7 8 24

(885) (154) (482) (1521)
関東 12 24 30 66

(836) (706) （35557） (37099)
北陸 8 6 6 20

(400) (56) (8563) (9019)
中部 7 9 8 24中部 7 9 8 24

(470) (136) (19704) (20310)
近畿 2 5 20 27

(115) (67) (4464) (4646)
中国 2 0 6 8中国 2 0 6 8

(260) (0) (11700) (11960)
四国 1 0 6 7

(118) (0) (265) (383)
九州 4 7 12 23九州 4 7 12 23

(240) (340) (2795) (3375)
沖縄 0 0 0 0

(0) (0) (0) (0)

全国 計 45 69 102 216全国　計 45 69 102 216

(3324) (2101) (84542) (89967)

※ 厚生労働省ＨＰをもとに国土交通省作成
※ 長期訓練は１年以上４年以下、短期訓練は１２時間以上６ヶ月未満 7



富士教育訓練センターの沿革

年月日 建設産業共同教育訓練協議会 全国建設産業教育訓練協会 (一財)建設業振興基金

建設産業構造は施工分野において 総合建設業と専門工事業に明確に分けられ その中で 専門工事業の強化が重用視されてきた それに対応するため 専門工事業及び設備
H 6.  末

H 7. 7.27
設立
　拠点的教育訓練施設を  設置するため建設専門工事業及
び建設関連業の全国団体１４団体で設立

建設産業構造は施工分野において、総合建設業と専門工事業に明確に分けられ、その中で、専門工事業の強化が重用視されてきた。それに対応するため、専門工事業及び設備・
建設関連業の全国団体の中から、企業体質を強化し、安全性と生産性を向上し、評価される責任施工を果たす基盤整備として、優秀な技術者・技能者の育成を自らの手で実施しよう
との声が高くなってきた。

H 7.11. 1 静岡県知事より人材育成プロジェクト団体の指定を受ける

H 8. 3.31

H 8.10. 1 東海財務局より建設大学校静岡朝霧校跡地払下げになる

設立

建設大学校静岡朝霧校閉校

H 8.10. 2
設
　職業訓練法人の認可を受けるため建設産業共同教育訓
練協議会(２２団体)が母体となり設立

H 8.11.11
静岡県知事より職業能力開発促進法に基づく職業訓練法
人の認可を受ける
施設名：富士教育訓練センター

H 9. 3.28 開校式

H 9. 3.31
静岡労働基準局長より労働安全衛生法に基づく技能講習
の教習機関の指定を受ける

施設名：富士教育校

教育訓練開始
H 9. 4. 1

H 9.12. 1

H10. 3.31

H12. 3.28

12 3 31

基幹技能者・多能工等育成基金を創設

初年度(平成９年度)教育訓練人日、目標２０，０００人日を超える

建設大学校静岡朝霧校跡地開発計画のうち、道の駅朝霧高原、土木研究所、朝霧環境材料試験場オープン

平成１１年度 教育訓練人日２ ０００人日を越えるH12. 3.31

H13. 4. 5

H16. 3.31

H17. 3.31

平成１１年度 教育訓練人日２５，０００人日を越える

教育訓練修了者数１０，０００人を達成

平成１５年度 教育訓練人日３０，０００人日を越える

鉄骨躯体教材及び人工地盤が完成

8

H18.3.31

H20.3.31

平成１７年度 教育訓練人日３５，０００人日を越える

平成１９年度 教育訓練人日３９，０００人日を越える



富士教育訓練センターの枠組み

静 岡 県 庁

( 沼 津 技 術 専 門 校 )

国 土 交 通 省 厚 生 労 働 省

○ (一 財 )建 設 業 振 興 基 金 静 岡 労 働 局

○ (一 社 )日 本 建 設 機 械 施 工 協 会 全 国 建 設 産 業

● (一 社 )日 本 建 設 業 連 合 会 教 育 訓 練 協 会

● (一 社 )全 国 建 設 業 協 会

● (一 社 )日 本 建 設 業 経 営 協 会

富 士 教 育 訓 練● (一 社 )全 国 中 小 建 設 業 協 会

セ ン タ ー

○ 北 海 道 建 設 業 信 用 保 証 ㈱海 道 建 設 業 信 用 保 証 ㈱

○ 東 日 本 建 設 業 保 証 ㈱

○ 西 日 本 建 設 業 保 証 ㈱

○ 出 捐 者 ● 賛 助 会 員

団 体 会 員 （ ３ ３ 団 体 ）

日 本 躯 体 日 機 協 全 鉄 筋 全 圧 連 ( 圧 接 )

日 左 連 Ｎ Ｇ Ｓ 日 板 協 日 塗 装日 左 連 Ｎ Ｇ Ｓ 日 板 協 日 塗 装

ジ ェ イ シ フ 全 室 協 全 管 連 全 地 連

全 国 建 産 連 全 防 協 マ ス チ ッ ク 協 連 日 タ 煉

全 標 協 全 タ 協 Ｐ Ｃ 工 事 業 協 会 日 鳶 連

日 造 協 橋 建 協 鹿 島 協 連 橋 塗 協

日 装 連 日 空 衛 全 圧 連 ( 圧 送 )建造物剥離工事業協同組合日 装 連 日 空 衛 全 圧 連 ( 圧 送 )建造物剥離工事業協同組合

全 国 太 陽 光 発 電 推 進 協 議 会Ｊ Ａ Ｂ Ｅ Ｃ 日 運 協 日 設 連

ト ン ネ ル 専 門 協

9



富士教育訓練センターでの教育訓練人日数の推移

○ 平成９年の開校から累計で約５１万人日

40000
37765 39798

38895

○ 平成９年の開校から累計で約５１万人日

（人日）

30000

35000

36601

36724

39565
35913 34524

20000

25000

28440

29528

31075

31414

15000

20000

21116

25741

27874

28440

5000

10000 20108

0

平 ９ 平１１ 平１３ 平１５ 平１７ 平１９ 平２１ 平２３

H９～１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 合計H９～１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 合計

教育訓練人日 ３２７，９７２ ３７，７６５ ３５，９１３ ３９，７９８ ３４，５２４ ３８，８９５ ５１４，８６７

10
出典：富士教育訓練センターから提供



○ 例年、４月から８月については、公共事業に係る業務量も少なく、建設企業の人手に余裕があることから、訓

富士教育訓練センターの教育訓練実績（24年度）

１．平成24年度月次実績

○ 例年、４月から８月については、公共事業に係る業務量も少なく、建設企業の人手に余裕があることから、訓
練生が多い一方、９月以降は、業務量の増加に伴い減少。９月以降の稼働率の向上が課題。

○ 訓練生数が最多の４月においては、１０日間にわたって、宿泊可能人数を超える訓練生数となった。

（人日）

1,152

5 000

6,000

7,000
出前講座 富士教育訓練センターにて6,311

4 802
4,853

（人日）

5,159

472
661

785

1,901

1,494 1,0883,000

4,000

5,000
4,208

4,802

3,088

,

3,470 3,383

2,378 2,308

3,736 4,141

2,303
2,952

1,976 2,295
1,760

814 569
1,406

860

618

864
407

902

580

0

1,000

2,000

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月

1,678

976
1,440

２．平成24年4月の宿泊施設の稼働率

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

1日 2日 3日 4日 5日 6日 7日 8日 9日 10日 11日 12日 13日 14日 15日 16日 17日 18日 19日 20日 21日 22日 23日 24日 25日 26日 27日 28日 29日 30日
4月

人数

出典：富士教育訓練センターから提供

日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月
人数
計

宿泊可能人数(A) 220 220 220 220 220 220 220 220 220 220 220 220 220 220 220 220 220 220 220 220 220 220 220 220 220 220 5,720

訓練生数（B) 16 16 162 146 277 188 188 212 257 257 257 257 257 293 293 283 257 216 166 187 186 221 168 158 123 118 5,159

11

稼働率 7% 7% 74% 66% 126% 85% 85% 96% 117% 117% 117% 117% 117% 133% 133% 129% 117% 98% 75% 85% 85% 100% 76% 72% 56% 54% 90%

宿泊可能人数を
超えた人数
（B) – (A)

57 37 37 37 37 37 73 73 63 37 488

11出典：富士教育訓練センターから提供



○教育訓練 実施実績は 共同教育訓練（ 般募集 ）が全体 独自教育訓練（オ

富士教育訓練センターでの教育訓練体系別実績（２４年度）

○教育訓練の実施実績は、共同教育訓練（一般募集コース）が全体の20.9％、独自教育訓練（オー
ダーメイド型）が79.1％。

○独自教育訓練の内訳は、団体独自の訓練が54％、企業独自の訓練23％。
○近年 過去に 般募集コ スに参加した企業が 独自教育訓練を実施する例が増えている○近年、過去に一般募集コースに参加した企業が、独自教育訓練を実施する例が増えている。

教育訓練実績

20.9%コース数 受講生数 教育訓練人日数

実施 実施 実施 構成比

共同教育訓練

富士教育訓練センターにおける教育訓練等の内訳（24年度）

独自教育訓練の割合79.1%

実施 実施 実施 構成比

共同教育訓練 107 664 8,144 20.9%

独

団 体 154 4,851 16,695 42.9%

企 業 46 590 7 132 18 3% 独自教育訓練

学校他

11%

会員団

体共催

事業

12%

独
自
教
育
訓
練

企 業 46 590 7,132 18.3%

学校他 33 969 3,181 8.2%

会員団体共催事業 75 3,067 3,743 9.6%

独自教育訓練

団 体

54%

企 業

23%

11%

小 計 308 9,477 30,751 79.1%

合 計 415 10,141 38,895 100.0%

イベント等 3 113 478

12出典：富士教育訓練センターから提供



○ 富士教育訓練センタ においては 各県建設業協会や建設企業 学校等に対する積極的な訓練生募集活動

富士教育訓練センターでの訓練生募集活動等の状況

訪問先（除く 会員団体）

○ 富士教育訓練センターにおいては、各県建設業協会や建設企業、学校等に対する積極的な訓練生募集活動
を実施。

○ 新人社員研修や専門高校生安全衛生教育、被災離職者訓練等の実施など、一定の成果を挙げている。

訪問先（除く、会員団体）
成 果

団 体 マスコミ 企業・学校等

4月10日～14日沖縄県建設業協会 沖縄地区企業訪問 新入社員研修(出前)約144名、沖縄工業高校40名の講習会(出前)の実施

4月16日～18日新潟県建設業協会 (株)建設速報社 新潟地区企業訪問 新入社員研修(出前)115名の開催、冬期の土木・建築中堅者研修の実施

5月16日～19日被災3県建協、労働局 ３県建設専門新聞社 ３県ハローワーク訪問 被災離職者に対する合宿型鋼橋職業訓練の実施（参加約500名）

6月13日～15日長野県建設業協会 (株)新建新聞社 長野地区企業訪問 新入社員研修(出前)38名の実施

6月18日～21日 ３県ハローワーク訪問 被災離職者に対する合宿型鋼橋職業訓練の実施（参加約500名）

7月30日～8月8日被災3県建協、労働局 ３県建設専門新聞社 ３県ハローワーク訪問 被災離職者に対する合宿型鋼橋職業訓練の実施（参加約500名）

10月8日～9日三田県技能研修センター

10月9日～10日大阪兵庫各建設業協会 関西地区企業訪問 一般募集コースへの参加

11月1日青森県建設業協会 (株)青森建設工業新聞社 青森地区企業訪問11月1日青森県建設業協会 (株)青森建設工業新聞社 青森地区企業訪問

11月6日秋田県建設業協会 (株)秋田建設工業新聞社 秋田地区企業訪問 土木・建築中堅者研修の実施

12月11日山梨県建設業協会 (株)日本工業経済新聞社 山梨地区企業訪問
新入社員研修25名の実施、専門高校生体験実習30名、一般募集コースへの

参加

12月13日鹿児島県建設業協会 (株)鹿児島建設新聞社 鹿児島地区企業訪問

2月13日三重県建設業協会 (株)建通新聞社 三重地区企業訪問 平成26年度より専門高校生安全衛生教育の実施予定

2月16日石川県建設業協会 (株)北陸工業新聞社 石川地区企業訪問 冬期の土木・建築中堅者研修及び専門高校生安全衛生教育24名の実施

2月19日福井県建設業協会 福井地区企業訪問 冬期の土木・建築中堅者研修の実施

2月22日長野県建設業協会 (株)新建新聞社 長野地区企業訪問 新入社員研修(出前)38名の実施、一般募集コースへの参加

3月13日～15日愛知県建設業協会 (株)建通新聞社 名古屋地区企業訪問 専門高校生安全衛生教育43名の実施

3月21日～23日群馬県建設業協会 (株)日本工業経済新聞社 高崎地区企業訪問 専門高校生安全衛生教育32名の実施
13



三田建設技能研修センターの概要

１．概要

○ 位 置：兵庫県三田市武庫が丘

○ 面 積：約３１，９００㎡（実習施設：本館約７，９００㎡、実習場約２４，０００㎡）

○ 訓練施設の概要：本館（４教室）、宿泊棟（定員36名）、実習場（教室棟、屋内実習場、屋外実習場、建設機械格納庫、教材倉庫）

○ 技能士コース（技能検定試験受験前講習 等）

○ 技能講習（作業主任者技能講習 等）

務 築

２．教育訓練内容 （本館） （実習場）

○ 専門研修（新入社員実務研修（建築・土木） 等）

３．訓練受講人数実績

○ 平成１７年に、電子入札システム技能講習会、石綿特別教育講習、フォークリフト講習の新規開設等により、年間受講者数が1，000人を突破。

4500
5000（人）

○ 平成１７年に、電子入札システム技能講習会、石綿特別教育講習、フォ クリフト講習の新規開設等により、年間受講者数が1，000人を突破。

○ 平成２１年には、建設の情報化セミナー講習の開設、フォークリフト講習の増設等により、年間受講数が3，000人を突破。

○ 平成２４年の年間受講者数は、３，１７４人。

H21-
○建設の情報化セミナー開講
○フォークリフト講習開催数増

1500
2000
2500
3000
3500
4000

○フォークリフト講習開催数増H17～H19
○電子入札システム体験講習会

H17～

○石綿特別教育開始

○フォークリフト講習開始

H3～４
小型移動式クレーン、
車両系解体特例講習

Ｓ57 58 59 60 61 62 63 H１ 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

技能士 209 269 185 151 185 193 122 157 120 160 161 173 160 104 261 344 299 186 139 113 131 121 138 141 114 172 211 174 193 131 126

0
500
1000
1500

14

技能講習 63 106 101 80 121 120 90 193 263 956 867 293 366 380 384 441 499 428 434 347 307 311 317 610 576 728 735 1191 1058 994 916

専門研修 61 73 493 344 369 439 513 656 792 589 664 620 713 711 787 776 704 802 830 645 603 791 590 1129 535 612 668 2304 3080 2821 2132

計 333 448 779 575 675 752 725 1006 1175 1705 1692 1086 1239 1195 1432 1561 1502 1416 1403 1105 1041 1223 1045 1880 1225 1512 1614 3669 4331 3946 3174

出典：三田建設技能研修センターから提供



富士教育訓練センターの概要

１．施設の概要

○ 位置：静岡県富士宮市根原４９２－８（富士山の西麓。標高９００ｍ。）

○ 面積：敷地：約５１,０００㎡、建物：約１０,０００㎡（実習施設：屋内約５１,０００㎡、屋外約２５,０００㎡）

○ 施設保有者：（一財）建設業振興基金○ 施設保有者：（ 財）建設業振興基金

○ 運営主体：職業訓練法人 全国建設産業教育訓練協会

15



富士教育訓練センターの施設の老朽化の状況

機械実習場
昭和39年築

技能実習場
昭和41年築

2,3号寮
昭和41年築

4,5号寮
昭和45年築

土木実験室
昭和42年築 昭和39年築

49年経過
昭和41年築
47年経過

昭和41年築
47年経過

昭和45年築
43年経過

昭和42年築
46年経過

10号教室号教
昭和53年築
35年経過

浴室・物品庫
昭和38年築

屋内実習場
昭和46年築昭

50年経過

6号寮

昭和46年築
42年経過

イベント館

本館
昭和38年築
50年経過

食堂・１号寮
昭和40年築

昭和44年築
44年経過教室棟

昭和48年築
40年経過

イ ント館
昭和50年築
38年経過

50年経過 昭和 年築
48年経過

年経過
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富士教育訓練センター施設一覧及び概要

施設名 建築年 経過年 構造 面積 備考施設名 建築年 経過年 構造 面積 備考

1 本館               昭和３８，３９年建築 築５０年 ＳＲＣ造 ２階建    １，７８０㎡ 事務所、教官室

2 浴室 昭和３８ ４１年建築 築５０年 ﾌﾞﾛｯｸ造 平屋建 １８１㎡ 大浴室 中浴室 小浴室 女子浴室2 浴室 昭和３８，４１年建築 築５０年 ﾌ ﾛｯｸ造 平屋建 １８１㎡ 大浴室、中浴室、小浴室、女子浴室

3 機械実習場         昭和３９，４０年建築 築４９年 鉄骨造 平屋建       ７６６㎡ 天井クレーン含　技能講習実習

4 食堂・１号寮 昭和４０，４１年建築 築４８年 ＲＣ造 平屋建 １，０１６㎡ ４１名宿泊可能4 食堂 １号寮       昭和４０，４１年建築 築４８年 ＲＣ造 平屋建   １，０１６㎡ ４１名宿泊可能

5 ２・３号寮         昭和４１年建築      築４７年 ＲＣ造 平屋建       ７１２㎡ ６９名宿泊可能

6 技能実習場         昭和４１，４４年建築 築４７年 鉄骨造 平屋建       ６３２㎡ 鉄筋、型枠実習

7 土木実験室         昭和４２，５１年建築 築４６年 ＲＣ造 平屋建       ４３７㎡ 材料試験

8 ６号寮             昭和４４，４５年建築 築４４年 ＳＲＣ造 平屋建       ４１０㎡ ５６名宿泊可能

9 ４・５号寮         昭和４５年建築      築４３年 ＲＣ造 平屋建       ５７３㎡ ６６名宿泊可能

10 屋内実習場(体育館) 昭和４６，４７年建築 築４２年 鉄骨造 平屋建       ９５６㎡ 墨だし、測量実習

11 教室棟             昭和４８，５０年建築 築４０年 ＲＣ造 平屋建    １，１２５㎡ １０教室

12 講師寮             昭和４８年建築      築４０年 ＲＣ造 平屋建         ９６㎡ １５部屋

13 内装実習場(ｲﾍﾞﾝﾄ館) 昭和５０年建築      築３８年 ＳＲＣ造 平屋建       ９６７㎡ 左官、タイル、内装技能実習

14 １０号教室         昭和５３年建築      築３５年 ＲＣ造 平屋建       ２４６㎡ 17


